
八戸市の行財政改革の取組状況について 
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平成25年 6月24日   



これまでの行財政改革の取組み 
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平成 ７年度 第１次八戸市行政改革  [効果額] 
 
 
 
  

平成10年度 第２次八戸市行政改革 

平成13年度 第３次八戸市行政改革 

平成14年度 事務事業の総点検  

平成15年度 八戸市財政健全化計画 

平成16年度 八戸市行財政改革推進戦略プログラム 

平成17年度 
第４次八戸市行財政改革 
 （集中改革プラン） 

  

平成22年度 第５次八戸市行財政改革 

約５８億円 

約７３億円 



第４次大綱策定の背景① 

総務省「新地方行革指針」（平成17年３月） 

    地方に対し、「行革大綱の策定・見直し」と 

  「集中改革プランの策定・公表」を求める。 

  

  （特徴） 

  ・自治体のスリム化の要請（定員削減目標５年で4.6％以上） 

  ・民間の活用（指定管理者制度、PFI、民営化、協働等） 

  ・給与削減への強い姿勢（各種手当の適正化） 
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財政の硬直化進行 

財政的制約（平成１６年度決算を１１年度決算と比較） 

第４次大綱策定の背景② 

内容 増減 結果 

市税及び地方交付税 ３１億円の減少 ４３５億円 

扶助費及び公債費の増大 ４５億円の増加 ２６５億円 

市債残高 １２２億円の増加 ９７６億円 

基金（財政調整基金及び
市債管理基金） 

２８億円の減少 ３１億円 
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財政収支(歳入－歳出）の状況
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19年度に財政収支がマイナス！ 

２０年度に財政赤字 
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Ｈ１７年度時点での財政見通し 

第４次大綱策定の背景③ 



  

  市民満足度の向上を追及し、自己変革に挑戦し続ける自治体 
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第４次行財政改革大綱（H17～H21） 

《目指すべき将来像》 

◎推進期間  平成17年度～21年度（５年間）   

◎ 特 徴        ①推進期間を「財政再建集中期間」に位置付け。 

          ②歳入に見合った財政運営、基金に依存しない財政 

           体質の構築を図るため、具体的な数値目標を設定。 

            １）歳出の削減 

            ２）職員数の削減 

            ３）市税等徴収率の向上 

          ③実施計画である「集中改革プラン」の進行管理を 

           毎年行いながら着実に推進。 
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第４次行財政改革大綱（H17～H21） 
３つの数値目標 



行財政改革大綱と集中改革プラン 

第４次八戸市行財政改革大綱  

八戸市《市民病院事業》集中改革プラン  

八戸市《公共下水道・農業集落排水事業》集中改革プラン  

八戸市《魚市場・中央卸売市場事業》集中改革プラン  

八戸市《市営バス事業》集中改革プラン  

八戸市集中改革プラン  ※以下の事業以外を包括 
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 １．事務事業の再編・整理、廃止・統合 

 ２．民間委託等の推進 

 ３．定員管理の適正化 

 ４．給与の適正化 

 ５．第三セクターの見直し 

集中改革プランの取組内容 
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1.事務事業の再編・整理、廃止・統合 
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実施事項等 取組件数 

 

 

歳
出 

事務事業の見直し ８７件 

補助金の見直し ４０件 

負担金の見直し ３７件 

外郭団体の見直し １３件 

附属機関の見直し １１件 

市役所内部の見直し ３２件 

歳
入 

新たな歳入の確保及び受益者負担
に基づく使用料等の見直し 

１８件 

計 ２３８件 



2.民間委託等の推進 
 （公の施設についての取組） 
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施設の種類 

取組件（施設）数 

指定管理者
制度導入 

廃止 
民営
化など 

その
他 

計 

①レクリエーション・スポー
ツ施設 

１５件 １５件 

②産業振興施設 ６件 １件 ７件 

③基盤施設 ４７件 １件 ４８件 

④文教施設 ２５件 ２件 ５件 ３２件 

⑤医療・社会福祉施設 ２８件 ９件 １件 ３８件 

計 １２１件 ４件 ９件 ６件 １４０件 



3.定員管理の適正化 
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部門 
H17.4.1 

職員数 

H22.4.1 

職員数 

〔目標値〕 
純減目標 

一般行政等 1,502人 1,353人 149人 

市民病院 567人 602人 △35人 

交通部 
（バス事業） 156人 78人 78人 

計 2,225人 2,033人 192人 

H22.4.1 

職員数 

〔実績〕 
純減実績 

1,365人 137人 

666人 △99人 

82人 74人 

2,113人 112人 

昇給制度の見直し（18年度～） 
退職時特別昇給の廃止（17年度） 
特殊勤務手当の見直し（17年度・21年度） 
職員互助会の公費負担の縮減（18年度） 

4.給与等の適正化 



5.第三セクターの見直し 
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◆見直しの対象法人 

    名       称 出資額（千円） 出資割合 

1 八戸市土地開発公社 5,000 100% 

2 （財）八戸市公会堂 2,000 100% 

3 （財）八戸市体育振興公社 15,000 100% 

4 （財）八戸市公共施設管理公社 30,000 100% 

5 （社福）八戸市社会福祉事業団 3,000 100% 

6 グリーンプラザなんごう（株） 19,842 99.2% 

7 （財）八戸市総合健診センター 333,000 98.8% 

8 （財）八戸地域高度技術振興センター 382,817 62.7% 

9 （財）八戸地域地場産業振興センター 26,600 51.2% 

→ 解散（民営化） 

→ 解散 

→ 解散（民営化） 



取組による目標達成状況 

実績 
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第４次行革後の財政見通し 
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 第５次八戸市行財政改革大綱 

  ～市を取り巻く現状と課題～ 

・経済・雇用環境の低迷 

・少子・高齢社会の到来 

・扶助費の増加 
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 経済・雇用の停滞 
〔有効求人倍率の推移〕 

※市の数値は、八戸公共職業安定所管内の数値 
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 少子化の進展 

※ 「合計特殊出生率」とは、15歳から49歳までの女性の年齢別出生率を合計し 

 たもので、1人の女性が一生の間に生む子どもの数の平均を表す指標 

〔合計特殊出生率の推移〕 
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[八戸市] 
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[国] 



 高齢化の進展 
〔高齢化率の推移〕 

※ 「高齢化率」とは、総人口に占める65歳以上の人口割合 

※ 国・県の数値は、各年10/1現在の推計人口を基に、市の数値は9/30現在の 

   住民基本台帳を基に算出 
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少子高齢化の影響 

八戸市の年齢（3区分）別推定人口 

出典：「日本の市区町村別将来推計人口（平成２０年12月推計）」国立社会保障・人口問題研究所 

生産年齢人口（15～64歳） 
 H17→H32 ▲３１，８５６人（１９．９％減） 
 H32→H47 ▲２８，６３０人（２２．３％減） 

老年人口（65歳～） 
 H17→H32 ２１，４４２人増（４４．７％増） 
 H32→H47    ３６３人増（５．２％増） 

税収の減 

社会福祉費等の増 

年少人口（０～14歳） 
 H17→H32 ▲１１，７６３人（３２．０％減） 
 H32→H47 ▲６，３１５人（２５．４％減） 

納税者の絶対数の減 
経済活動の停滞 等 

30年間で約1.5倍 
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 扶助費の増加 
〔義務的経費の推移〕 

※普通会計ベース 
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徹底したぜい肉のそぎ落とし 

（ ＝ 行政のスリム化 ） 

 自らが常に市民サービスの向上や行政効率の観点か
ら課題を発見・追求し、その解決に向け、自らが柔軟に
取り組む組織体制の確立と職員の資質の向上 

”量”の改革から”質”の改革へ 

  ◆ より質の高い市民サービスの提供 

  ◆ 組織や仕組みの改善による更なる行政効率化 

   今後の行政改革の方向性 

 自己鍛錬による筋力の増強およびその活用 

    (行政組織の強化および市民サービスの質の向上) 

限りある人・予算の中、第４次大綱で 

構築したスリムな体質を維持しながら・・・ 
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第４次行革 

第５次行革 



 質の高い市民サービスを追求し、 
 多様な行政課題に柔軟に対応できる自治体を目指す 

 第5次行財政改革大綱の概要 

《基本理念》 

◎推進期間  平成22年度～26年度（５年間） 

◎ 指 標   遵守すべき数値として設定 

         （①定員管理、②基金残高、③財政健全化指標） 

22 

◎ 特 徴        ①スリム化された体質を維持しながら、行政効率と市民 

           サービスの向上を追求する「質の改革」 

          ②全課が日常業務における改善事項を自ら検討・実行 

           する「一部署一改善運動」に取り組んでいる 

                ③定期的な進行管理により着実に推進されている 



遵守すべき３つの指標 

指  標 

①定員管理 
H27.4.1現在 
  1,286人以下 

②基金残高 
各年度末 
  18億円以上 

③財政健全化指標 各年度末 

実質赤字比率   赤字なし 

連結実質赤字比率   赤字なし 

実質公債費比率   18％以下 

将来負担比率   200％以下 

実  績 

H23.4.1現在 
  1,347人 

H24.4.1現在 
  1,336人 

22年度末 
30.4億円 

23年度末 
43.3億円 

22年度末 22年度末 

赤字なし 赤字なし 

赤字なし 赤字なし 

16.4％ 15.6％ 

157.4％ 139.4％ 
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改革三本柱と推進項目（取組の概要） 
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改革の柱１ 

 自立性の高い 
  組織運営の確立 

（推進項目） 

★人材育成の充実 

★組織の活性化 

★定員管理の適性化 

改革の柱２ 

質の高い 
 市民サービスの追求 

（推進項目） 

★行政の効率化 

★市民サービスの向上 

★環境への取り組み 

★市民との協働の取り組み 

★安全・安心への取り組み 

改革の柱３ 

 持続可能な 
   財政基盤の確立 

（推進項目） 
★健全な財政運営の推進 

★予算配分の重点化 

★歳入の確保・強化 

１８件 

 実施計画に登載されている取組（一部署一改善を含む） １４８件 

１１６件 １４件 



    実施計画 ～具体的な取組～ 
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・ 第５次大綱の「基本理念」に基づき、「改革３本柱」に  
 沿った具体的な取組事項をとりまとめたもので、定期的 
 な進行管理（結果の公表）を行いながら、確実に遂行す 
 るもの 

・ 全141項目（策定時）について、「何を」、「いつ」、「どの  
 ように実施するのか」を具体的に記載 
・ 「一部署一改善運動」により、組織活性化に取り組む 



① 人材育成の充実 

  ・ 職員研修の充実 

  ・ 職員配置による人材育成 等 

② 組織の活性化 
   ・ 組織・機構の見直し  

   ・ 一部署一改善運動の実施 等 

柱１ 自律性の高い組織運営の確立 

③ 定員管理の適正化 
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 限りある行政資源（職員・予算）の中で、複雑・多様化する市民ニーズや刻々 

と変化する社会経済情勢に対応し、かつ、常に自ら変革できる、自律性の高い 

組織運営の確立を目指します。 



柱２ 質の高い市民サービスの追求 
 事務事業の仕組みの改善など更なる行政の効率化を追求するとともに、 

環境への配慮や安全・安心の確立などの新たな視点による改革や、市民と 

の協働の一層の推進などにより、市民の視点に立った、より質の高い市民 

サービスの提供を目指します。 
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① 行政の効率化 

   ・ 内部統制制度の構築 

   ・ 文書処理事務の改善 

  ・ 公印使用区分の拡大 等   

② 市民サービスの向上 
   ・ 窓口サービス改革 

   ・ 戸籍事務の電子化 

   ・ ｅLTAX（エルタックス）の導入 等 

 



③ 環境への取り組み 

 ・ 新うみねこプランの推進 

 ・ 庁内照明の省電力化 

  ・ 待機電力の削減 等 

④ 市民と協働の取り組み 
 ・ 庁内における協働理念の普及・啓発の強化 

 ・ パブリックコメント制度の導入 等 

柱２ 質の高い市民サービスの追求 

⑤ 安全・安心への取り組み 
 ・危機管理体制の充実 

 ・自主防災組織の育成 等  
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① 健全な財政運営の推進 

   ・ 財政指標（健全化判断比率）に基く健全化の推進 

   ・ 基金残高の維持  等 

② 予算配分の重点化 
   ・ 大規模普通建設事業の厳選・平準化 

   ・ 営繕に係る事業費の平準化 等 

 

柱３ 持続可能な財政基盤の確立 

③ 歳入の確保・強化 
   ・ 市有財産への民間企業広告掲載 

   ・ 市有財産の処分と有効活用 等 
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 将来的に厳しい財政状況が予想される中で、予算配分の重点化や歳入の 

積極的な確保を進め、健全な財政運営に努めます。 
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◎ 計画を上回って進んでいる ８ 

○ 計画通り進んでいる ９８ 

△ 一部の取組が遅れている ２２ 

▲ 全体的に取組が遅れている ６ 

× 未実施 １ 

Ａ 
想定以上の実施効果・成果が得られた 
又は想定以上の内容で検討・準備作業が行われた 

２１ 

Ｂ 
概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた 
又は概ね想定どおりの内容で検討・準備作業が行われた 

８１ 

Ｃ 
想定どおりの実施効果・成果が得られなかった 
又は想定どおりに検討・準備作業が行われなかった 

３２ 

平成23年度実績 

※△及び▲は、 
 Ｃ評価とする 

評価がＣの場合は内容、スケジュール等の見直し 



推進体制及び進行管理 

 

 

庁内推進体制 

八戸市行政改革推進本部 
本部長：市 長 

 本部員：副市長 
         各部長等 

 
 大綱の決定・進行管理 

 

 

各部・各課等 
実施計画・本部決定事項 

の遂行 

報 告 

意 見 

報 告 

意 見 

公 表 

意 見 

 
八戸市行政改革委員会 

 
 学識経験者・民間経営者 
 市民 等 

 

議   会 

市   民 

報告 指示 
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今後の自治体の方向性 

  地方でできることは地方で、地域のことは地域で 

 決める、という流れが本格化（＝地方分権型社会） 

           ⇩ 

         自律的自治体 
  

    第５次行革大綱では、自らが問題を発見し、 

 その解決に向け、柔軟に取り組める組織体制の 

 確立と職員の資質向上を目指している。 
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